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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第７期

第１四半期連結
累計期間

第８期
第１四半期連結
累計期間

第７期

会計期間
自2020年10月１日
至2020年12月31日

自2021年10月１日
至2021年12月31日

自2020年10月１日
至2021年９月30日

売上高 （千円） 1,869,517 2,080,255 10,090,811

経常利益又は経常損失（△） （千円） △364,400 △243,970 350,433

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失（△）
（千円） △346,726 △881,602 △5,255,052

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △367,543 △969,180 △5,318,758

純資産額 （千円） 10,916,970 5,221,616 6,171,365

総資産額 （千円） 20,562,498 17,222,302 18,972,760

１株当たり四半期（当期）純損失

（△）
（円） △35.74 △87.98 △530.41

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 52.3 29.5 31.5

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

（当期）純損失であるため記載しておりません。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を

適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

（１）事業等のリスク

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについては重要な変更はありません。

 

（２）継続企業の前提に関する重要事象等について

　当社グループでは、当第１四半期において、テストセンター事業や、前連結会計年度に獲得した中学の全国学力調

査事業を中心とした売上の増加や減価償却費の減少があったものの、前連結会計年度に引き続き、営業損失、親会社

株主に帰属する四半期純損失を計上している状況にあります。そのため、当社グループでは継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような事象または状況が存在しております。

　しかしながら、従来取り組んでいた不採算なプロジェクトからの撤退の検討や採算性の高いプロジェクトへの注力

による選択と集中を推進するほか、新規の開発計画の見直し、販管費を含めた固定費の削減等を行うことで、営業

キャッシュ・フローの創出、収益率の改善を継続的に図り経営基盤の強化・安定に努めてまいります。

　また、当社グループの主要顧客には公的機関を含む教育機関が多く、その多くが３月末を会計年度末としているた

め、受託事業における納品が３月に集中する場合があります。また、テストセンター事業での英検等の受検者が第３

及び第４四半期に増加する傾向にあるため、第１四半期の業績が、第２及び第３、第４四半期より低い水準となる傾

向があるため、第２四半期以降は改善していくことを見込んでおります。

　資金面においては、主力金融機関と良好な関係を維持しており、継続的な支援が得られるよう取引金融機関と協議

し、手元流動資金の確保に努めており、当第１四半期連結累計期間末において9,762,757千円の現金及び預金を確保

しており、財務基盤は安定しております。

　以上から、当社グループでは、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間の当社グループの経営成績は、売上高2,080,255千円（前年同期比11.3％増）、営業

損失214,678千円（前年同期は営業損失396,474千円）、経常損失243,970千円（前年同期は経常損失364,400千

円）、親会社株主に帰属する四半期純損失881,602千円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失346,726千

円）となりました。

当第１四半期連結累計期間においては、テスト等ライセンス事業、AI事業で売上が減少した一方で、教育プラッ

トフォーム事業、テストセンター事業、テスト運営・受託事業で売上が順調に拡大したことにより、前年同期比増

収となりました。費用面では、ソフトウエア開発投資に伴う減価償却費の減少等により、前年同期比で損失幅は縮

小しましたが営業損失となりました。また、テストセンター事業、AI事業及びテスト運営・受託事業において、そ

れぞれ174,158千円、117,520千円及び10,335千円の減損損失、投資先について投資有価証券評価損161,047千円、

特別調査費用引当金繰入額203,324千円等が発生したことにより親会社株主に帰属する四半期純損失が前年同期比

で拡大しました。

 

　セグメント別の経営成績は、次のとおりです。

①　テスト等ライセンス事業

　テスト等ライセンス事業においては、公益財団法人日本英語検定協会（以下、「英検協会」）に提供している４

－５級スピーキングライセンス収入やCASEC売上減少、一部のテストの商流変更に伴う売上減少等により、当該セ

グメントの売上高は332,416千円（前年同期比1.6％減）、セグメント利益は73,272千円（前年同期比46.0％減）と

なりました。

 

②　教育プラットフォーム事業

　教育プラットフォーム事業においては、スタディギアのライセンス収入等が増加したことにより収益が拡大しま

した。一方で、利益率の高い辞書等のコンテンツ利用料が減少したこと等の結果、当該セグメントの売上高は

592,082千円（前年同期比10.9％増）、セグメント利益は132,064千円（同45.3％減）となりました。

 

③　テストセンター事業

　テストセンター事業においては、テストセンター利用者数の増加に伴い業績は順調に推移しており、当該セグメ

ントの売上高は693,000千円（前年同期比11.9％増）、セグメント利益は91,377千円（前年同期はセグメント損失

187,269千円）となりました。

 

④　AI事業

　AI事業においては、手書き文字認識「DEEP READ」ライセンス収入は安定して推移したものの、サービス提供案

件の受注減により売上が減少しました。また、開発費用が先行して発生したこと等により、当該セグメントの売上

高は75,542千円（前年同期比33.8％減）、セグメント損失は145,086千円（前年同期はセグメント損失235,733千

円）となりました。

 

⑤　テスト運営・受託事業

　テスト運営・受託事業においては、大阪府の令和３年度中学生チャレンジテストを受注したこと等により、前年

同期比で売上高が増加しましたが、既存案件の採算性の悪化と、利益率の低い案件の受注により、当該セグメント

の売上高は388,067千円（前年同期比36.7％増）、セグメント損失は61,212千円（前年同期はセグメント損失

20,030千円）となりました。
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(2）財政状態の分析

（資産）

　流動資産は、前連結会計年度末に比べて1,602,775千円減少し、13,229,941千円となりました。これは、現金及

び預金935,349千円の減少、売掛金1,578,474千円の減少、売掛金及び契約資産1,380,489千円の増加などによりま

す。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて147,169千円減少し、3,986,617千円となりました。これは、投資その他

の資産145,124千円の減少などによります。

　繰延資産は、前連結会計年度末に比べて513千円減少し、5,743千円となりました。

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて1,750,458千円減少し、17,222,302千円となりました。

 

（負債）

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて754,081千円減少し、7,900,460千円となりました。これは、特別調査費

用引当金が445,329千円、買掛金が116,778千円それぞれ減少したことなどによります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて46,629千円減少し、4,100,224千円となりました。これは、社債が

29,304千円、事業整理損失引当金が12,600千円、長期借入金が10,713千円それぞれ減少したことなどによります。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて800,710千円減少し、12,000,685千円となりました。

 

（純資産）

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて949,748千円減少し、5,221,616千円となりました。これは、利益剰余

金が864,835千円減少したことなどによります。

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,480,000

計 24,480,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2021年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2022年３月31日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,027,270 10,027,270
東京証券取引所

マザーズ

単元株式数

100株

計 10,027,270 10,027,270 － －

（注）１．当社株式は2022年２月12日付で、東京証券取引所市場第一部より東京証券取引所マザーズに市場変更いたしま

した。

２．「提出日現在発行数」欄には、2022年３月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2021年10月１日～

2021年12月31日
－ 10,027,270 － 5,271,294 － 5,845,823

 

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

    2021年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 6,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,011,900 100,119 －

単元未満株式 普通株式 8,470 － －

発行済株式総数  10,027,270 － －

総株主の議決権  － 100,119 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式54株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2021年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社EduLab

東京都渋谷区道玄坂

一丁目21番１号

渋谷ソラスタ14階

6,900 － 6,900 0.07

計 － 6,900 － 6,900 0.07

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021

年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年10月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,698,107 9,762,757

売掛金 1,578,474 －

売掛金及び契約資産 － 1,380,489

商品 502,591 456,928

仕掛品 265,875 29,651

その他 1,818,455 1,631,745

貸倒引当金 △30,786 △31,630

流動資産合計 14,832,716 13,229,941

固定資産   

有形固定資産 158,021 150,729

無形固定資産   

ソフトウエア 1,638,849 1,686,359

ソフトウエア仮勘定 626,160 595,709

その他 300,596 288,785

無形固定資産合計 2,565,606 2,570,853

投資その他の資産 1,410,158 1,265,034

固定資産合計 4,133,787 3,986,617

繰延資産 6,256 5,743

資産合計 18,972,760 17,222,302

負債の部   

流動負債   

買掛金 457,266 340,488

短期借入金 ※１ 1,938,647 ※１ 1,971,379

１年内償還予定の社債 130,008 130,008

１年内返済予定の長期借入金 ※２ 1,869,519 ※２ 1,869,519

未払法人税等 36,905 40,783

前受金 1,174,148 －

契約負債 － 1,180,816

受注損失引当金 64,119 68,988

特別調査費用引当金 1,498,779 1,053,449

その他 1,485,148 1,245,028

流動負債合計 8,654,541 7,900,460

固定負債   

社債 266,876 237,572

長期借入金 ※１,※２ 3,756,203 ※１,※２ 3,745,490

事業整理損失引当金 30,000 17,400

その他 93,774 99,762

固定負債合計 4,146,853 4,100,224

負債合計 12,801,395 12,000,685
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,271,294 5,271,294

資本剰余金 5,623,455 5,623,455

利益剰余金 △4,830,402 △5,695,237

自己株式 △19,506 △19,506

株主資本合計 6,044,841 5,180,005

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 － 12,282

為替換算調整勘定 △72,045 △114,818

その他の包括利益累計額合計 △72,045 △102,535

非支配株主持分 198,569 144,146

純資産合計 6,171,365 5,221,616

負債純資産合計 18,972,760 17,222,302
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　2020年10月１日
　至　2020年12月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2021年10月１日
　至　2021年12月31日)

売上高 1,869,517 2,080,255

売上原価 1,426,044 1,564,984

売上総利益 443,472 515,271

販売費及び一般管理費 839,947 729,949

営業損失（△） △396,474 △214,678

営業外収益   

受取利息 483 34

為替差益 － 24,035

受託研究収益 4,050 －

事業損失引当金戻入額 189,529 －

契約解約益 － 12,852

その他 4,835 10,476

営業外収益合計 198,897 47,399

営業外費用   

支払利息 10,891 11,992

為替差損 21,057 －

投資事業組合管理費 33,554 37,056

持分法による投資損失 2,807 8,674

市場変更費用 44,462 －

その他 ※１ 54,050 18,968

営業外費用合計 166,823 76,691

経常損失（△） △364,400 △243,970

特別利益   

事業整理損失引当金戻入額 － 12,600

特別利益合計 － 12,600

特別損失   

減損損失 － ※２ 302,013

投資有価証券評価損 － 161,047

特別調査費用引当金繰入額 － ※３ 203,324

上場契約違約金 － 48,000

特別損失合計 － 714,386

税金等調整前四半期純損失（△） △364,400 △945,756

法人税等 △13,071 13,639

四半期純損失（△） △351,329 △959,396

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △4,602 △77,793

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △346,726 △881,602
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　2020年10月１日
　至　2020年12月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2021年10月１日
　至　2021年12月31日)

四半期純損失（△） △351,329 △959,396

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － 27,639

為替換算調整勘定 △16,214 △37,423

その他の包括利益合計 △16,214 △9,784

四半期包括利益 △367,543 △969,180

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △359,855 △912,092

非支配株主に係る四半期包括利益 △7,688 △57,088
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

これにより、テスト運営・受託事業の一部の取引について、従来は一時点で充足される履行義務として収益を認

識しておりましたが、一定の期間にわたり充足される履行義務として判断し、進捗率に応じた一定期間で収益を認

識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の

取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前ま

でに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積

的影響額を当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は72,153千円、売上原価は70,798千円増加し、営業利益、経常利

益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ1,355千円増加しております。なお、利益剰余金の当期首残高は

16,766千円増加しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「売掛金」は、当第１四半期連結会計期間より「売掛金及び契約資産」に含めて表示し、「流動負債」に表示して

いた「前受金」は、当第１四半期連結会計期間より「契約負債」に含めて表示することといたしました。

なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法に

より組替えを行っておりません。

さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経

過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載して

おりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これにより、従来、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められる金融商品とされていた社債その他の債券については取得原価をもって四半期連結貸借

対照表価額としておりましたが、観察可能なインプットを入手できない場合であっても入手できる最良の情報に基

づく観察できないインプットを用いて算定した時価をもって四半期連結貸借対照表価額としております。
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（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益または税引前四半期純損失に当該見積実効税率を乗じて計

算しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合に

は、法定実効税率を使用する方法によっております。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

前連結会計年度の有価証券報告書において、追加情報に記載した新型コロナウイルス感染拡大の影響に関する仮

定について重要な変更はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　当座貸越契約及び貸出コミットメントについて

　当社及び連結子会社（株式会社教育測定研究所）においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

８行（前連結会計年度は取引銀行８行）と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
（2021年９月30日）

当第１四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの

総額

4,500,000千円 4,500,000千円

借入実行残高 2,800,000 2,800,000

差引額 1,700,000 1,700,000

 

※２　財務制限条項

　前連結会計年度末及び当第１四半期連結会計期間末における長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含

む。）の一部には、純資産の部の金額及び経常損益等に係る財務制限条項が付されており、これに抵触した場

合、当該借入金について期限の利益を喪失する可能性があります。

　財務制限条項抵触時も、当社は、上記の期限の利益の喪失に係る権利行使について取引金融機関と協議し、

当該権利行使をしないことについて、取引金融機関と相談や交渉を継続する予定でおります。

 

財務制限条項

（1）前連結会計年度末における長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。）の一部1,000,000千円、

当第１四半期連結会計期間末における長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。）の一部

1,000,000千円には、以下の財務制限条項が付されております。

①各年度の決算期の連結貸借対照表の純資産の部の合計額を直近の事業年度の純資産の部の合計額の

80％未満としないこと。

②各年度の決算期の連結損益計算書に記載される税引後当期損益が２期連続して損失とならないように

すること。

 

（2）前連結会計年度末における長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。）の一部1,000,000千円、

当第１四半期連結会計期間末における長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。）の一部

1,000,000千円には、以下の財務制限条項が付されております。

①各年度の決算期の連結貸借対照表において、直近の事業年度の純資産の部の合計額もしくは、2020年

９月期の連結貸借対照表の純資産の部の合計額のうち高い方の75％未満としないこと。

②各年度の決算期の連結損益計算書に記載される経常損益を負の値としないこと。
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（3）前連結会計年度末における１年内返済予定の長期借入金の一部500,000千円、当第１四半期連結会計期間

末における１年内返済予定の長期借入金の一部500,000千円には、以下の財務制限条項が付されておりま

す。

①各年度の決算期の連結貸借対照表の純資産の部の合計額を直近の事業年度の純資産の部の合計額の

80％未満としないこと。

②各年度の決算期の連結損益計算書に記載される税引後当期損益が２期連続して損失とならないように

すること。

③毎年３月・６月・９月及び12月の連結貸借対照表上の流動比率120％以上に維持すること。

　計算式　流動比率=流動資産合計金額/流動負債合計金額（１年内償還予定の社債及び１年内返済予定

の長期借入金を除く）×100％

④毎年３月・６月・９月及び12月の連結貸借対照表上の運転資本資金金額から有利子負債合計金額を引

いた金額をマイナスとしないこと。

　計算式　運転資本資金金額=（現預金+受取手形+売掛金+電子記録債権+棚卸資産）-（支払手形+買掛

金）

　　　　　有利子負債合計金額=短期借入金+１年内償還予定の社債+１年内返済予定の長期借入金+社債

（新株予約権付社債を除く）+長期借入金

⑤毎年３月・６月・９月及び12月の連結貸借対照表上の経常運転資金金額を500,000千円以上とするこ

と。

　計算式　経常運転資金金額＝（受取手形+売掛金+電子記録債権+棚卸資産）-（支払手形+買掛金）

 

（4）前連結会計年度末における長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。）の一部235,722千円、当

第１四半期連結会計期間末における長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。）の一部225,009

千円には、以下の財務制限条項が付されております。

①各年度の決算期の連結貸借対照表において、純資産の部の合計額を２期連続して6,792,101千円又は前

年度決算期の純資産の部の合計額のいずれか大きい方の75％未満としないこと。

②各年度の決算期の連結損益計算書に記載される経常損益が２期連続して損失とならないようにするこ

と。

 

（5）前連結会計年度末における長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。）の一部200,000千円、当

第１四半期連結会計期間末における長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。）の一部200,000

千円には、以下の財務制限条項が付されております。

①各年度の決算期の連結貸借対照表の純資産の部の合計額を直近の事業年度の純資産の部の合計額の

80％未満としないこと。

②各年度の決算期の連結損益計算書に記載される税引後当期損益が２期連続して損失とならないように

すること。

③毎年３月・６月・９月及び12月の連結貸借対照表上の流動比率120％以上に維持すること。

　計算式　流動比率=流動資産合計金額/流動負債合計金額（１年内償還予定の社債及び１年内返済予定

の長期借入金を除く）×100％

④毎年３月・６月・９月及び12月の連結貸借対照表上の運転資本資金金額から有利子負債合計金額を引

いた金額をマイナスとしないこと。

　計算式　運転資本資金金額=（現預金+受取手形+売掛金+電子記録債権+棚卸資産）-（支払手形+買掛

金）

　　　　　有利子負債合計金額=短期借入金+１年内償還予定の社債+１年内返済予定の長期借入金+社債

（新株予約権付社債を除く）+長期借入金

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　営業外費用その他

当社は2022年２月25日に特別調査委員会から最終報告書を受領しております。同報告書の結果を受けて当社が会

計処理を見直した結果、従来固定資産（ソフトウエア仮勘定）として処理していた特定顧客との間の一部取引につ

いて、営業外費用として処理することが妥当と判断した42,727千円が前第１四半期連結累計期間の営業外費用の

「その他」に含まれております。
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※２　減損損失

当第１四半期連結累計期間において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

(1）減損損失を認識した資産グループの概要

用途 種類 場所 金額（千円）

テストセンター事業用資産
ソフトウエア

東京都渋谷区他
31,137

ソフトウエア仮勘定 143,021

AI事業用資産
ソフトウエア

東京都渋谷区他
52,045

ソフトウエア仮勘定 65,474

テスト運営・受託事業用資

産
ソフトウエア 東京都渋谷区他 10,335

(2）減損損失の認識に至った経緯

「テストセンター事業」、「AI事業」及び「テスト運営・受託事業」については、収益性の低下により共通費

配賦後の営業損益が継続してマイナスであるため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上しております。

(3）資産のグルーピングの方法

原則として、セグメントを基礎としてグルーピングを行っております。

(4）回収可能価額の算定方法

回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを割り引いて算定しております。な

お、「テストセンター事業」、「AI事業」及び「テスト運営・受託事業」については、将来キャッシュ・フロー

がマイナスであるため零として評価しております。

 

※３　特別調査費用引当金繰入額

主に過年度決算訂正に関する課徴金納付見込額等を計上しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2020年10月１日
至　2020年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年10月１日
至　2021年12月31日）

減価償却費 229,295千円 169,566千円

のれんの償却額 4,591 4,591

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2020年10月１日　至　2020年12月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

2020年12月23日

定時株主総会
普通株式 272,207 利益剰余金 30 2020年９月30日 2020年12月24日

（注）１株当たり配当額30円は、東京証券取引所市場第一部上場記念配当であります。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

2020年10月16日で払込が完了した公募による新株式の発行461,600株及び第三者割当増資（並行第三者割

当増資）による新株式の発行198,100株により、資本金が2,827,773千円、資本剰余金が2,827,773千円増加

しております。

この増資等により、当第１四半期連結会計期間末において、資本金が5,234,149千円、資本剰余金が

5,553,079千円となっております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2021年10月１日　至　2021年12月31日）

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2020年10月１日　至　2020年12月31日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）２

 
テスト等
ライセンス
事業

教育
プラット
フォーム
事業

テスト
センター
事業

AI事業
テスト運営
・受託事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 337,853 533,757 601,566 112,519 283,820 1,869,517 － 1,869,517

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － 17,638 1,625 － 19,263 △19,263 －

計 337,853 533,757 619,204 114,144 283,820 1,888,780 △19,263 1,869,517

セグメント利益

又は損失（△）
135,803 241,355 △187,269 △235,733 △20,030 △65,873 △330,600 △396,474

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告セ

グメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2021年10月１日　至　2021年12月31日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）２

 
テスト等
ライセンス
事業

教育
プラット
フォーム
事業

テスト
センター
事業

AI事業
テスト運営
・受託事業

計

売上高         

顧客との契約から生

じる収益
332,416 592,082 692,147 75,542 388,067 2,080,255 － 2,080,255

その他の収益 － － － － － － － －

外部顧客への売上高 332,416 592,082 692,147 75,542 388,067 2,080,255 － 2,080,255

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － 853 － － 853 △853 －

計 332,416 592,082 693,000 75,542 388,067 2,081,109 △853 2,080,255

セグメント利益

又は損失（△）
73,272 132,064 91,377 △145,086 △61,212 90,416 △305,094 △214,678

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告セ

グメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「（会計方針の変更）（収益認識に関する会計基準等の適用）」に記載のとおり、当第１四半期会計期間の期

首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又

は損失の測定方法を同様に変更しております。 これにより、従来の方法に比べて、当第１四半期累計期間の

「外部顧客への売上高」は、テスト運営・受託事業で72,153千円増加しております。また、「セグメント利益又

は損失（△）」は、テスト運営・受託事業で1,355千円増加しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

当第１四半期連結累計期間に「テストセンター事業」セグメントにおいて174,158千円、「AI事業」セグメン

トにおいて117,520千円、「テスト運営・受託事業」セグメントにおいて10,335千円の減損損失を計上しており

ます。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2020年10月１日
至　2020年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年10月１日
至　2021年12月31日）

 １株当たり四半期純損失（△） △35円74銭 △87円98銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）（千円） △346,726 △881,602

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）（千円）
△346,726 △881,602

普通株式の期中平均株式数（株） 9,702,677 10,020,316

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失である

ため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年３月31日

株式会社EduLab

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐　藤　和　充

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 栗　栖　孝　彰

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社EduLab

の2021年10月１日から2022年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021年12月31

日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年10月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社EduLab及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点に

おいて認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に
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おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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